
くらしの情報

平成26年９月号 8犬の糞(ふん)は持ち帰りましょう！

○農地中間管理事業とは

　都道府県知事の指定を受けた「農地中間管理機構」が、規模縮小などの理由から所有する農地を貸したい方(出

し手)から農地を長期に借入れて中間保有することで、規模拡大や農業への新規参入を希望する方(受け手)に対し

て、できる限り農地を集約して貸付けることにより農地利用の効率化や耕作放棄地の発生防止などを目的に実施さ

れます。

○農地中間管理機構の指定

　公益財団法人　北海道農業公社が北海道知事の指定を受け事業を実施します。

○事業イメージ

　　　　　　　　　　　　機構へ貸付　　　　　　　　　　　　　　機構が貸付

　　　　　出し手　　　　　　　　　　　　　 北海道農業公社　　　　　　　　　　　受け手

　　　　（農地所有者）　　　　　　　　　　 （農地中間管理機構）　　　　　　　　　(借受希望者)

　　　　　　　　　　　　極力10年以上　　　　　　　　　　　　　原則３年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(長期貸付可能)

○出し手の方は…

　随時、貸付希望申出書の提出が可能です。村を経由して又は農業公社へ直接提出できます。

　なお、あっせんのご相談はこれまで同様に村農業委員会が窓口となります。

機構集積協力金（出し手に対する支援）
　要件を満たすことにより下記の協力金の交付を受けられる場合があります。

　（１）地域に対する支援

　　①地域集積協力金（地域（人・農地プラン）における話合い等を通じて、地域内の農地を一定割合以上機構

　　　に貸付けする地域）

　　　交付額（10a）　地域の農地面積に占める貸付け面積の割合に応じて

　　　・２万円～3.6万円（27年度まで）（左記に対し28及び29年度は７割５分・30年度は５割）

　（２）個人に対する支援

　　②経営転換協力金（リタイアする農業者、農業部門の減少により経営転換する農業者等）

　　　全ての自作地を10年以上機構に貸付けて、受け手へ転貸されるなどの要件を満たすと

　　　交付額　・0.5ha以下：30万円　・0.5ha超2.0ha以下：50万円　・2.0ha超：70万円

　　③耕作者集積協力金（機構が借受けた農地に隣接した農地を機構に貸付ける農業者等）

　　　当該隣接農地等を10年以上機構に貸付けて、受け手へ転貸されるなど要件を満たすと

　　　交付額（10a）　・27年度まで：２万円　・28及び29年度：１万円　・30年度：５千円

○受け手の方は…

　農業公社が行う借受希望者の募集に対し、申出書を提出しておく必要があります。

　出し手から農業公社へ農地が貸付けされた場合、農業公社が定めた貸付先決定ルールに基づき申出書を提出した

借受希望者を対象に貸付け先が決定されます。募集の時期は、原則として毎年５月と９月です。（平成26年度は９

月のみ)

【平成26年度の借受希望者の募集について】

・募集区域／村は全村一地域での公募となります。

・募集期間／平成26年９月１日（月）～９月30日（火）

・募集方法／村を経由して又は農業公社へ直接、借受希望者申出書を提出してください。

　　　　　　申出書については、農業公社ホームページhttp://www.adhokkaido.or.jp/ncb.htmlから

　　　　　　ダウンロード又は村農業振興係の窓口で配布します。

○（旧）農地保有合理化事業は…

　村では主流となっている売買事業（農業公社が農地を買入して、５年又は10年間担い手等へ賃貸借後売渡しを行

う事業）については、農地中間管理機構が行う『特例事業』として、これまで同様に継続されます。

○問合先／産業建設課農業振興係　☎57-2111（内線431・432）

産業建設課農業振興係からのお知らせ

農地中間管理事業について


